
with コロナ下での適正な避難のために、ピンポイントを意識した情報提供を
社会システムコンサルティング部　副主任コンサルタント　西崎  遼

　近年、短時間降雨量の増加等により、気象災害が激甚化している。豪雨時の人的被害を小さくするには住民の避難が重要であるのは

もちろんのこと、with コロナ下では、人口の多い都市部で避難が必要になった場合、避難所が密になることも懸念される。そのため、

分散避難や避難が不要な人に自宅にとどまってもらうことも必要になるが、その行動判断は住民に委ねられており、住民の適切な判断を

促す仕組みも用意されていない。

　そこでNRIは、2019 年の台風 19 号被災地域の居住者を対象とした「水害への備えと対応に関するアンケート」の結果から、避難が

不要であったにもかかわらず避難した人の考え方を分析し、適正な避難を促すための課題とその解決策を検討した。

　不要な避難の抑制には大きく二つのポイントがあると考えられる。

　一つ目は、住民が自宅の浸水可能性を事前に正しく認識することである。これらの人々においては、自宅の浸水可能性を正しく認識で

きていなかった人※ 1 が 28.4％存在した。

　二つ目は、それぞれの土地に合わせた情報提供がなされることである。避難をした最大の決め手について分析すると、避難が必要だっ

た人※ 2 にとって決め手となった情報では、「緊急速報メール」が最も多く30.7％、次いで「テレビ報道・ニュース」「防災行政無線」と続

き、その土地に合わせた情報が上位に来ていたが、避難が不要であった人が避難を決めた最大の情報源は、「テレビ報道・ニュース」で

37.3％を占めており、広域に発せられた情報で避難を決めている人が多いことが分かった。

　以上を踏まえると、不要な避難を抑制するためには、自宅の浸水可能性も考慮されたピンポイントな情報提供により、住民が避難の

必要性を判断できる仕組みを築くことが重要だろう。今後地球温暖化が進行すると、さらなる短時間豪雨等の増加が予想される上に、長

期にわたる感染症対応の必要性も想定される中では、このような適切な避難を促す仕組みの重要性はより高まるのではないだろうか。
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※1	 自宅の浸水可能性を正しく認識できていなかった人：自宅の浸水可能性の有無に関する自らの認識と、ハザードマップ上での自宅の浸水可能性の有無が異なっている人、
	 または自宅の浸水可能性が分からない人
※2	 避難すべき人の判断条件：自宅が「洪水ハザードマップの浸水想定地域」の「戸建てまたはマンション2階以下」で、台風 19 号の際に「警戒レベル４以上を認識」または
	 「警戒レベル３を認識かつ高齢者と同居」していること


